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重力式遊水室型海水交換防波堤のマウンド被覆材の耐波安定性について

Stability of Amour Units for the Water Exchange Breakwater Foundation of Water Chamber Type Against Waves

中村 孝幸1・ 中村 淳一2・ 兼貞 透3

Takayuki NAKAMURA, Junichi NAKAMURA and Toni KANESADA

The authors have developed a water exchange breakwater of water chamber type, in which the piston mode wave motion
in the chamber is used as a major driving force for generating mean flows by waves. In this study, intending the devel-
opment of a gravity type water exchange breakwater on a rubble mound, stability of amour concrete units of a rubble
foundation has been examined experimentally. As a comparison test, stability of the same amour units for an imperme-
able caisson breakwater was also examined. It has become known that the jet flow from the gap under the front curtain
wall of the water exchange breakwater has close relations to the stability of amour units on the rubble foundation. It was
seen that the critical wave height for stability of the amour units for the water exchange breakwater was comparatively
small.

1.　は じめ に

既 に著者 ら(中 村 ら,2002)は,波 によ る渦流れ を利

用 して港 内の水 を港外 へ と排水す る方式 の 「渦 流制御式

海水交 換促進型 防波堤」を提 案 した.こ の防波堤 は,異

吃水二重 壁式防波堤 を原型 と して,そ の遊水室 内に没水

平版 を設 置 した構造 であ る.

本研究 で は,防 波堤 を実際場 に適用 す るときに遭 遇す

る各種 の問題 点,特 に重 力式構造 とす るときの問題点 に

ついて検討 を進め た.具 体 的 には,図-1に 示す よ うな重

力式 構造 を想 定す ると,マ ウ ンド捨石 の被覆 を目的 とす

る被 覆ユ ニ ッ トの所要質量 の推定が必要 とな る.現 状 で

は,混 成堤 に対 す るマウ ン ド被覆材 の所要 質量の推定法

を準用 す る等 の方策 しか ないが,現 象 的に は特 に遊水室

型防波 堤で特徴 的な渦流 れの作用 による被覆 材の安定性

が重要 にな ると考 え られ る.こ こで は,流 況 の可視化 に

よる後流 渦の形成特性 の把握 や堤体 まわ りの流速 場お よ

び波変形 の実験結果 と併せて,被 覆 材の移動特性 を明確

にす る ことを 目的 と してい る.

2.　実 験 装 置 お よび 実 験 方 法

(1)　模型堤体 および マウ ン ド被覆材

実 験で用 いた遊水室型 の海水交換防波堤 の模型 を図-1

に示 す.こ れは,従 来 の研究(中 村 ら,2003)で 用 いた

重力式構 造 の遊水 室型防波堤 を捨石構造 のマ ウン ド上 に

設置 した ものであ る.マ ウ ン ドの中詰材 に は,径1cm程

度 の砕石 を用 い,そ の上 に図-2に 示す平型 の被 覆 プロ ッ

図-1　模型堤体断面図

図-2　 被 覆 ブ ロ ック(62g)の 概略 図

クを規則的 に配 置 した.

この とき想定 した模型縮尺 は1/17程 度 であ る.

本研 究で は,マ ウン ド被覆材 の耐 波安定性 の検 討 を主

体 と してい るため,遊 水室幅,遊 水 室開 口長 および通水

部高 さな どは,図 中に示す値 に固定 して実験 を行 った.

ただ し,水 位 につ いては,被 覆材 の安 定 に対 して危 険側

とな る低潮 位 と平均潮位 の2種 類 を対象 に した.

一方
,比 較 実験 と して,遊 水室前面 の開 口部 および最

下 端の通水部 を閉 じて不透 過直立堤 に変更 したときの耐

波安 定実験 も行 い,マ ウ ン ド被覆材 の安定 性 に及 ぼす遊

水室 構造お よび通 水部 の影響 が判 別で きるよ う した.以
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下 で は,簡 単 化の ため,混 成 堤形式 の遊水 室型海水交 換

防波堤 を海水 交換堤,不 透 過直立堤 の ことを不透過堤 と

略称 したい.

(2)　実験 水槽 お よび測 定装 置

実験 に は,長 さ30m,幅1m,高 さ1.2mの2次 元造波 水

路 を用 いた.水 路 内 には,1/30勾 配 の不透過 な斜面 を設

け,こ の背 後 に斜面 に接 続す るよ うに長 さ約13mの 水

平床部 を設けた.水 平床 部 には水路 幅を ほぼ二分 す るよ

うに隔壁 を設 け,一 方 の水路で入射波 が,も う一方 の水

路 に模型 堤体を設置 して反射 ・透過 波な どが測定 で きる

よ うに した.こ の隔壁 の終端 には,ヘ チ マロ ンと捨 石斜

面で構成 され る消波工 を設 け,こ の終端部 と隔壁 先端部

を介 して平均流が 回流で きる構造 とした.

波 変形 の測 定 には,計4台 の容 量式波 高計 を用 いた.

この うち,1台 を入射 波の測定,2台 を入 ・反射波 の分離

測定 用,残 りの1台 を透 過波 の測定 に充て た.堤 体 周辺

の流 速場 の測定 に は,超 音波流 速計4台 を用 い た.こ れ

らは,図-1中 に示 すよ うに,(1)遊 水室開 口部,(2)沖 側 マ

ウ ン ド直上,(3)沖 側通水部,(4)岸 側通水部 に設 置 した.

(3)　実験条件

実 験 は(1)被覆材 の耐波安定性 お よび波変形 の実験,(2)

流速 場 の測定実験 の二つ に分離 して実施 した.設 置水深

は,低 潮位 および平均潮位 の両 者を想定 したが,実 験 で

は主 に,マ ウ ン ド被覆材 が遊水 室開 口部 か ら発生す る,

ジェ ッ ト流 および渦 の影響 を最 も受 ける と考 え られる低

潮位を 中心 に行 った.実 験 に用 いた作用 波 は,規 則波 と

不規則波 の両者 を用 いた.こ の とき,波 周期Tは 規則 波

で1.2,1.4,1.8,2.3sの4種 類,不 規 則波 で は有 義波 周

期で1.4,1.8,2.3sの3種 類 とした.波 高Hは 両 者 と も6

～22cmの 間で,被 覆 ブロ ックの被 災が確 認 され るまで

順次2cm程 度 ずっ増大 させて行 った.

3.　遊 水 室 型 海 水 交 換 防 波 堤 周 辺 の 水 理 特 性

(1)　渦 の生成 とマウ ン ドへの作用

遊水 室型防波堤 は,遊 水室開 口部 か らジェ ッ ト流が流

出入 す ることで渦流 れが形成 され る.こ の渦流 れ は,遊

水室 内での ピス トンモ ー ド波浪共振 の発生 に伴 い,よ り

強化 され る傾向 にあ る.こ のよ うな強 い渦流 れの生成 は,

結果 的 に反射波 や透 過波 の低減 な ど波 エネルギーの消散

や,発 生す る渦流 れの非対称性 に より,堤 体下 部 に設 け

た通水 路 に平均流 を誘起 して,港 内外 の海水交 換 を可能

に して いる.

この よ うな遊 水室開 口部 か らの ジェ ッ ト流 お よびそれ

に伴 う渦流 れの生成状況 を示 すのが写真-1で あ る.水 位

条件 は,低 潮 位 の場 合 に相 当 し,(a)が 遊水 室 内の水位

が上昇 す るとき,(b)が 下 降 す る ときに対応 す る.こ れ

らの写真 に見 られ るよ うに,遊 水室 の水 位が上昇 す ると

(a)　水位上昇時

(b)　水位下降時

写 真-1　 開 口部 か らの ジェ ッ ト流発生 状況

(LWL規 則波T=2.3s,H=10cm)

き,前 面 カーテ ン壁 の背後 に反 時計 回 りの渦 が形成 され

る.そ して,同 水位 が下降す る とき,こ の渦 が遊水室外

に掃 き出 され るの と同時 に写真 中に模式的 に示 す よ うに

遊水 室底版 に沿 うジェ ッ ト流 によ り強化 され,こ の強 い

渦 がマ ウ ン ド表面付 近 に作用 す る様子が見 て取 れ る.

なお,こ こでの作用波 の条件 は,後 に紹介 す るが,複

数 のマ ウ ン ド被覆 ブロ ックが飛 散 した条件 に相 当 してお

り,上 記 したよ うな渦流 れの挙 動が マウ ン ド被覆材 の移

動 に強 く影響 した ものと考 えてい る.こ こで は,写 真 中

に見 られ るよ うに,引 き波 時に,遊 水室 内の水面が前面

カ ーテ ン壁 の下 端 よ りも低 くな るなど,特 異な状況 で は

あ るが,現 実 的 にはあ り得 るもの と考 えてい る.

(2)　消波特 性お よび堤体周 辺の流速場

a)　反 射率 ・透過率

図-3は,低 潮位 での海水交換堤 と不透過堤 の反射率Cr

の比 較 を波 長 ・マ ウ ン ド上水 深比L/hdに よ る変 化 で示

す.図 中で は,波 高Eに よる差異 が検討 で きるよ うに,

H=15cmを 境界 と して二 分 して あ る.海 水 交換堤 で は,

従来 の研 究(中 村 ら,2003)に 見 られ るように,原 理的

に反 射率 と波長 ・遊水 室幅比L/Bwの 関係で整 理す べ き

で あ るが,不 透過 堤 との比較 で あ るため,L/hdを 用 い

た.な お,マ ウ ン ド上水深hdと 遊水 室幅Bwは,低 潮位

の とき,そ れぞれ26cmと25cmと ほぼ等 しい ことを付記
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図-3　海水交換堤 と不透過堤の反射率Cr(LWL規 則波)

図-4　 海水交換堤の透過率Ct(LWL規 則波)

して お く.

図中 には,実 験結果 と渦流れ などの発生 による波 エ ネ

ルギ ーの逸散 を近似的 に考慮す る減衰波 理論(中 村 ら,

1997)に よ る算定結果 につ いて も示 す.算 定で必要 とさ

れ る線形抵抗 係数fcは,不 透過堤で は従 来の研究(中 村

ら,2003)に 準 じてfc=0.15を 用 いた.海 水 交換堤 では,

各種 のfc値 を採 用 した検討 の結果,実 験結 果 との対応 が

よ いと考 え られ るfc=0.35の 結果 について示 した.海 水

交換 堤で は,没 水 平版上 の水 深が浅 くな る低潮位 の条件

時 において,fc=0.35程 度 と比 較的大 きなfc値 を採用 す

る必要 があ ることなどが指 摘 されてい る(中 村 ら,2003).

一方 ,海 水交換 堤の反射率 と不透過堤 のそれを比較す

る と,海 水 交換堤 の反射 率 は1/3程 度以下 と低 く,海 水

交換堤 は有意 な反射 波の低減機能 を持っ ことがわか る.

また,反 射波 の低減 効果 に及 ぼす作用波高 の大 小の影響

は顕著 でな い こと も確 認で きる.

図-4は,海 水交 換堤 の透過 率Ctの 実験 結果 と算 定結

果 の比較 を示す.図 中で は,透 過率 に密接 に関係 す ると

考 え られ る,波 長 ・堤体幅 比L/Bで 整理 してあ る.こ の

図か ら,海 水交換 のための通水部 の存 在 の影響 によ り,

長周期 の条件 になる と透過率 は増大 す る傾 向にあ る.そ

して,算 定結果 は,実 験 結果 を下 回 る傾向 にあ り,透 過

率の予測 に は,線 形抵抗 係数fcが 大 き過 ぎる ことによ る

図-5　流速計(1)の水平 ・鉛直流速の正負 ピーク値

(LWL規 則波)

図-6　 流速 計(2)の水 平 ・鉛直流 速 の正負 ピー ク値

(LWL規 則波)

と考え られる.

b)　堤 体周辺 の流速 場

図-5は,海 水交 換堤 の遊水 室開 口部 の流 速計(1)によ る

水 平 ・鉛直 流速 の正負 ピー ク値u,vの 波周 期 によ る変

化 を検 討 した結果 で あ る.図 中で は,u,vを 進行 波 に

よる水平流速 振幅 に比 例す る量(=πH/T)で 除 した無

次元 流速u*,v*と 波長 ・遊水室 幅比L/Bwで 示す.u,v

の正方 向 は,uが 岸 向 き,vが 鉛直上 向 きで ある.

この図 よ り,水 平方 向u*の 正 負 ピー ク値 は,長 周期

側 に移 行す るにつ れて,指 数 関数 的 に増大 す ることが確

認 で きる.特 に負 の ピークす なわち沖向 き方 向への流速

は,岸 向 き方向 のそれ に比べ て約2～3倍 と卓越 した大 き

さを示す よ うにな る.一 方,鉛 直方 向v*も 長 周期 側で

増大す る傾向 にあるが,正 負 の絶対値 に有意 な差 は見 ら

れ ない.

このよ うな流速振幅 の増大 は,遊 水 室内 の水塊 の出入

の タイ ミング,す なわち ピス トンモー ド波浪共振 に起 因

す る開 口部 ジェ ッ ト流 の強化 による影響 と考 え られ る.

図-6は,前 面マ ウ ン ド上 に設置 した流 速計(2)によ る水

平 ・鉛直流速 の正負 ピー ク値の測定結果 を示すが,や は

り長周期側 で増 大す るなど,定 性的 な変 動傾向 は,遊 水

室 開 口部 での流 速 と類似 して いる.ま た,最 も長周期側

の条件下で は,マ ウ ン ド被覆 材の真上 で底 部境界 に近 い
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に もか かわ らず,u*,v*の 絶 対値 は比較 的大 きい こ と

が確 認で きる.そ して,こ のよ うな有意 な大 きさの流速

振 幅が被覆材 の移 動 に関与す る もの と推測 され,直 接 的

な要 因 と して は,遊 水室開 口部 か らの ジェッ ト流 による

影響 と言え よ う.

4.　マ ウ ン ド被 覆 材 の耐 波 安 定 性

(1)　被覆材被災状 況の分類 と定 義

マ ウ ン ド上 の 被 覆 ブ ロ ック の移 動 状 況 は,中 村 ら

(1992)に よ る移 動形 態 の分 類 を参考 に して,以 下 の

LEVEL1か ら4に 分類 した.LEVEL4の 被災 が進行 性 で

最 も甚 大 な被災 に相 当す る.

(1)LEVEL1:被 災 な し,(2)LEVEL2:初 期設 置不 良 な

どによ る被覆材 の ロッキ ング運動 な どが見 られ るが,全

図-7　被覆材の被災状況(海 水交換堤LWL規 則波)

図-8　被覆材の被災状況(不 透過堤LWL規 則波)

図-9　被覆材の被災状況(海 水交換堤MWL規 則波)

体 的に は安定,(3)LEVEL3:被 覆材 の平行移 動 によ る隙

間 の拡大 な どによ り,一 部の被覆材 で滑動や ロ ッキ ング

運動 が見 られ る(局 所被災,被 害率1～2%).(4)LEVEL

4:被 覆材 の滑動 や ロ ッキ ング運 動が顕 著で,飛 散 に到

る被災(進 行性 の被災,被 害率3%以 上).

(2)　低潮位 時 にお ける被 覆ブ ロックの耐波安定性

図-7,8は,そ れぞ れ海水交換 堤 と不 透過堤 の マ ウン

ド被覆材 の被 災状況 を,作 用波 の波高 と周期 に着 目して

検討 した結果 で ある.図 中で作用波高 は,マ ウ ン ド上 水

深 との比H/hdで 表 し,周 期 につ いて は,波 長 ・遊水 室

幅比L/Bwあ るいは波 長 ・マ ウ ン ド上水深 の比L/hdで 示

す.な お,マ ウン ド上水 深hdと 遊 水室 幅Bwは,低 潮 位

の とき,そ れぞれ26cmと25cmと ほぼ等 しい関係 にあ る.

両結果 を比 較 して,被 災が甚大 なLEVEL4の 現 れ る限

界波高 は,不 透過堤 よ り海水交換堤 の方 が低 いこ とが確

認 で きる.特 に海水交換堤 で は,長 周期側 で限界波高 が

低 くな る傾 向が見 られ,不 透過 堤 のそれ の1/2程 度 であ

る.ま た,被 覆材 の被災 状況 の ビデオ画像 解析 によ る検

討か ら,不 透 過堤 は台形 マ ウン ドの法肩付 近の特定列 の

被覆材 が被災 を受 けるのに対 し,海 水交換 堤で は遊水 室

開 口部か らの渦流が作用 す る堤体 に近 い前 面付近 の被 覆

材 が比較 的広 い範囲で持上 げ られ るよ うに被災 を受 け る

ことな どを確認 して いる.こ の ような海水 交換堤 のマ ウ

ン ド被 覆材 の被 災 は,図-5,6で 示 した流 速場 の特性,

すなわ ち長周 期の条件下 で流 速振幅が顕著 に増加す る こ

とと密接 に関係 して いると考 え られ る.

(3)　平均潮位 時の被覆材 の耐 波安定性

図-9は,平 均 潮位時 の海水 交換堤 の被覆 ブロ ックの被

災 状況 の結果 を示す.低 潮位 の時 の図-7と 比べ ると,最

も長 周期 の条件 を除 けば,耐 波安定性 は向上 す ることが

認 め られ る.こ れ は,前 面垂 下版の吃水深 が深 くなる と,

遊 水室開 口部 か らの ジェ ッ ト流お よび渦 の規 模が小 さ く

な り,結 果的 にそれ らのマウ ン ド上被覆材 に与え る影響

も弱 くなったため と考 え られ る.

しか しなが ら,最 も長周期 の条件で は,低 潮位時 と同

等 の波高で被覆材 が被災す る結 果 とな った.こ の理 由 と

して は,堤 体周辺 の水平 および鉛直流速 ピー ク値が長周

期 側で指数関数 的に増大す る ことを考慮 する と,や は り

遊水 室内で の ピス トンモー ド波 浪共振 によ るもの と推測

され る.

(4)　不規則波 に対す る結果

図-10,11は,低 潮 位時 の不規則 波 に対 す る被 覆材 の

被災 状況 の結果 を,そ れ ぞれ海 水交換堤 と不 透過堤 につ

いて示す.代 表波 と して有義波 を用 いてお り,有 義波高

H1/3と有義波周 期 に対応 す る波長L1/3を用 いて,規 則波 の

ときと同様 に被災 状況 の分類 を行 った.図-7に 示す海水

交 換堤 の規則波 の結果 と比較 す ると,図-10の 不 規則波
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で は有義 波を用 いてい るため,結 果 的 に被災限界 波高 は

低下 す る傾向 にある.

また,短 周期側 では,不 規則波 の場 合 に比較 的低 い波

高で被災 が生 じやす くな る傾向が認 め られ る.こ れ は,

図-7に 示 す規則波 の結果 か ら考 えて,有 義波 の波群 中 に

含 まれ る長周 期の波 が影響 したもの と考え られ る.

次 に図-11の 低潮位 で不 規則波 に対 す る不透 過堤 の被

災状況 の結果 に着 目す る と,や は り被災 限界波高 は,不

規 則波 の場合 に低下 す る傾 向 にある.そ して,図-10に

示 す海水交換 堤に対す る結 果 と比較す る と,規 則波 の と

きと同様 に,長 周 期側 での被 災限界波高 の差異が大 きい.

全般 的 に見 て,海 水交換堤 の被災限界波高 は,規 則波 の

ときと同様 に不透 過堤 の約1/2程 度 と低 い ことが認 め ら

れ る.

(5)　安定数Ns3

図-12は,ブ レブナー ・ドネ リーの式 を適用 して求 め

た規 則波 に対 す る海水 交換堤 の安定数Ns3を マ ウン ド上

水深 波高 比hd/Hで 示 す.図 中 に見 られ るよ うに,20程

度 の極 めて低 い安定 数が現 れ,バ ラツキの大 きい ことが

分か る.こ れ は,上 記 したよ うに長 周期側 で被災 限界波

高が有意 に低下す る ことによる もので あ り,安 定性 に及

ぼす波周 期の影響が考 慮 され ていない ことによる もの と

言え よ う.こ のことか ら,何 らか の形 式で波周期 の影響

を も取 り込 んだ被覆材 の所要質量 の算 定式が必要 と考え

られ るが,こ れ につ いて は今後 の課題 と したい.

5.　結 語

(1)海 水 交換堤 の反射率 は,不 透過 堤の それの約1/3程

度 とか な り低 く,十 分 な低 反射機能 を有 す る.ま た,堤

体 下部 に設 けた通水部 を介 しての透過波 はそれ ほど大 き

な もので な く,防 波堤 と しての機能 を維持 で きる.

(2)海 水 交換堤 は反射 率が 低 いに も関 わ らず,マ ウ ン

ド被 覆材 の被災 限界波高が不 透過堤 の場合 よ り低 くなる.

この傾 向 は,特 に長 周期側 で顕著で あ り,海 水交換堤 の

遊水 室開 口部 か らの流 出速度 の ピー ク値 が,長 周期側 に

移行 す るにつ れて指 数関数 的に増 大す る ことによ る.

(3)海 水 交換堤 の マウ ン ド被 覆材 の耐波安 定性 は,設

置水深 が深 くなる と全 般的 に改善 され る傾 向にあ るが,

長周期波 に対す る安定 性の改善 にはそれ ほど寄与 しない.

(4)不 規則 波 に対 す る海 水交換 堤 のマ ウ ン ド被覆 材の

被災限界 波高 は,規 則 波の それよ りも低 い.こ れは,有

義波 を代 表波 とす る ことにもよるが,波 群 に含 まれ る長

周期波 の影 響 も強 い ことに よると考 え られ る.

本研究 は,(財)災 害科学研 究所 に設 けた 「沿岸新技 術

研究会」で検 討を進 めて いる海水 交換防波堤 に関係 す る

研究課題 の一 つで あ り,研 究を進 めるに当た り,各 種 の

図-10　 被覆材の被災状況(海 水交換堤 不規則波LWL)

図-11　被覆材の被災状況(不 透過堤 不規則波LWL)

図-12　安定数Ns3(海 水交換堤 規則波LWL)

ご指 導 を い た だ い た研 究 会 の メ ンバ ー の 方 々 に感 謝 の 意

を 表 した い.
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